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平成１８年３月２７日

岐 阜 県 農 業 会 議

＜内容の詳細を含め、お問い合わせ等がある場合は、下記事務局へご連絡ください。

岐阜市下奈良 、岐阜県福祉農業会館内、℡ (内線 ；三浦)＞2-2-1 058-273-1111 2651

◎ ２月常任会議員会議を開催
－農地転用許可申請 件、約 千㎡について意見答申－283 212

農業会議は、２月２８日(火)、岐阜市内の岐阜県福祉・農業会館の 研修6F
室において、常任会議員会議を開催しました。

この会議では、県知事から諮問された「農地法第４条第３項及び第５条第３

項の規定による農地転用許可」に対して意見答申を行いました。

知事から諮問された農地転用許可申請件数及び面積は、合計２８３件、２１

78 53,024 205 159,684２，７０８㎡（第４条関係が 件、 ㎡、第５条関係が 件、

㎡ 。）

県から説明を受けた後、本会議に先立ち事前(２月２７日)に開催された「農

地対策委員会」での検討結果（大規模転用案件 件、 ㎡、砂利採取案件4 26,421
件、 ㎡）に関して 「無断転用に対する対応、土地区画整理事業施行中4 51,783 、

の転用許可、転用許可の権限移譲に動向」等の報告があり、審議の結果、各転

用申請案件とも 許可相当として県知事に答申することで認められました。

また次の議題として 「平成１７年度岐阜県農業会議第２回総会議案(案)」、

について事務局から説明し、原案どおり３月２２日開催予定の総会に上程する

ことで了承されました。
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◎ 平成 年度岐阜県農業会議第２回総会を開催17
－平成 年度補正予算、平成 年度事業計画、予算等を決定－17 18

農業会議は、３月２２日、岐阜市内の県シンクタンク庁舎において平成１７

年度第２回総会を開催しました。

総会では、平成１７年度補正予算、平成１８年度の事業計画、予算等８議案

が上程され、全議案とも原案どおり承認・決定されました。

、「 」 、 、平成１８年度は 農地対策 については ①耕作放棄地解消に向けた活動

②農地基本台帳の迅速な補正と管理データ項目の充実 「担い手対策」につい、

ては、①全市町村における地域担い手協議会の立ち上げと農業委員会活動の連

携、②品目横断的経営安定対策等の啓発と加入対象者の確保をそれぞれ重点事

項として活動を展開します。

◎ 農業の担い手確保育成推進大会を開催
－第 回岐阜県農業経営者研究大会と併せて開催－20

農業会議と県担い手育成総合支援協議会は、３月３日、大垣市内の大垣フォ

ーラムホテルにおいて 「農業の担い手確保育成推進大会」と「第２０回岐阜、

県農業経営者研究大会」を開催しました。

この大会は 「県内の担い手の確保とその支援のあり方」をテーマに開催し、

たもので、県下の認定農業者（法人を含む 、集落営農関係者、県農業経営者）

協会会員、農業委員会、県現地機関の関係者等、約２００名の参加があり、活

発な意見交換や事例交流がありました。

午前中は「農業の担い手確保育成推進大会」として、①認定農業者等担い手

の今後の経営をめぐっての情勢報告（全国農業会議所・池田部長 、②担い手）

の確保・育成に取り組む事例報告（飛騨市農業委員会・岩塚会長）がありまし

た。

午後は 「農業経営者研究大会」との合同開催とし、①滋賀県水口町の集落、

営農に取り組み、人の和と集落の和で農地を守る事例報告（(農)酒人ふぁーむ

・福西理事 、②地域農業の担い手育成、支援・確保対策の決め手をテーマと）

した記念講演（滋賀県立農業大学・小池教授 、③地域に生きる農業の担い手）

育成にどう取り組むかをテーマに、農業法人代表、女性農業者、生協理事ら５

人によるパネルディスカッションを行いました。
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全 国 の 動 き か ら

◎ 米国産牛肉輸入停止に関する米国政府報告書をめぐり議論
－自民党動植物検疫及び消費安全に関する小委員会－

自民党は、２月２４日、動植物検疫及び消費安全に関する小委員会を開き、

日本向け輸出プログラムに関する米国政府報告書をめぐり議論しました。

同報告書では、今回の原因は、輸出業者と米農務省職員が日本向けに輸出で

きる製品の範囲を理解していなかったためとし、極めて異例なものであるとし

ています。

◎ 平成１７年度食料・農業・農村白書の骨子案等を了承

－自民党農林部会・総合農政調査会・林政調査会合同会議－

自民党は、３月２日、農林部会・総合農政調査会・林政調査会合同会議を開

き、平成１７年度食料・農業・農村白書の骨子案を了承しました。

骨子案は 「新たな基本計画に基づく農政改革の初年度の主要施策の取り組、

み状況と課題」を整理し 「農政改革についての国民の理解と関心と方向」に、

ついて国民の理解と関心を深めることに力点が置かれた構成となっています。

また、やる気と能力のある担い手を育てる農政改革の重要性を強調し、①望

ましい食生活と食料の安定供給システムの確立、②地域農業の構造改革と国産

の強みを生かした生産の展開、③農村の地域資源の保全・活用と活力ある農村

の創造、の３章に整理されています。

◎ 税制改革検討項目案を了承
－自民党農林部会・総合農政調査会・林政調査会合同会議－

自民党は、３月１５日、農林部会・総合農政調査会・林政調査会合同会議を

開き、平成１８年度税制改革検討項目案を了承しました。

党税制調査会からの求めに対応するもので、①環境税の創設等、②農政改革

関連の税制措置の創設等、③減価償却の償却可能限度額等の見直し、④バイオマ

ス関連の税制上の措置、の４本柱となっています。
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◎ 最近のＷＴＯ農業交渉の状況をめぐり議論
－自民党農林水産物貿易調査会－

自民党は、３月１６日、農林水産物貿易調査会を開き、最近のＷＴＯ農業交

渉の状況をめぐり議論しました。

４月末のモダリティ合意期限を控えるなど、交渉が大詰めを迎える中、一般

品目の階層方式による関税削減については、Ｇ２０提案をベースに、階層の境界

は ％・ ％・ ％、関税削減方式は定率削減の方向で議論が進められている75 50 20
ことが報告されました。

注 「モダリティ ；農業分野における関税引き下げや国内保護の削減について、） 」

各国に共通して適用される取り決め

「Ｇ２０ ； 加盟国のうちインド･ブラジル等の途上国で構成するグルー」 WTO
プ。先進国に対する輸出補助金の撤廃や国内補助金の大幅削減、

途上国対策の充実などを求めている。


